
別紙様式６
整理番号 13

完 了 後 の 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業実施期間 平成23年度～平成27年度（５年間）

事業実施地区名 （とねじょうりゅう） 事業実施主体 関東森林管理局
（都道府県名） 利根上流森林計画区 利根沼田森林管理署

（群馬県）

完了後経過年数 ４年 管 理 主 体 関東森林管理局
利根沼田森林管理署

事業の概要・目的 本事業は、群馬県の北部に位置する沼田市、みなかみ町、片品村、川場
ぬま た かたしな かわ ば

村、昭和村の１市１町３村に所在する約９万７千haの国有林野を対象と
しよう わ

している。
その大部分は利根川上流域の水源地帯にあって、首都圏の水がめとして

重要な役割果たしており、本計画区域の83％が水源かん養または土砂流出
防備等の保安林に指定されている。

本計画区は、都心部に比較的近い位置にありながら、広範囲にブナ林が
生育しているなど豊かな自然環境を有しており、上信越高原、日光、尾瀬
の各国立公園や自然環境保全地域等に指定されるなど、四季を通じて多く
の国民に利用されており自然環境の保全と森林とふれあえる場の提供が期
待されている。

また、気象、地況、土壌等の自然に恵まれた地域を中心にスギ・ヒノキ
を主とした人工林が分布しており、管内の人工林率は33％で、そのうち５
～10齢級の森林が７割を占め、契約満了を迎え主伐される分収林とあわ
せ、県内外の大型製材工場やバイオマス発電施設等への木材の安定供給が
期待されている。

さらに近年は、地球温暖化に伴う異常気象の頻発等の状況変化もあり、
地球温暖化防止等に対する国民の期待も高まっている。

本事業においては、このような国民の期待の高まりに応え、森林の有す
る多面的機能の持続的な発揮を確保していくため、人工林資源の循環利用
に必要な植栽等の更新作業、保育・間伐等の保育作業を実施するととも
に、森林整備の効率的な実施に必要な路網整備に取り組んだものである。

・主な事業内容 森林整備 更新面積 144ha
保育面積 6,151ha

路網整備 開設延長 8.3km
改良延長 11.8km

・総事業費 2,238,176千円（税抜き2,106,714千円）
（平成22年度の評価時点4,996,796千円（税抜き4,758,853千円））

① 費用便益分析の 費用便益分析の算出方法は、平成28年度に大きな改正があり過去の費用
算定基礎となった を現在価値に換算するに当たり、物価変動の影響を除いて算出することと
要因の変化 なった。さらに、平成30年度には、費用から消費税を除いて算出する見直

しも行った。また、予定していた林道の計画開設延長を減じて、既設の森
林作業道を改良により林業専用道に格上げするなど経費の節減に努めたこ
とが、総事業費の縮減につながったと考えられる。

令和２年度における費用便益分析の結果は以下のとおりである。

総 便 益（Ｂ）5,697,212千円(平成22年度の評価時点16,159,148千円※)
総 費 用（Ｃ）3,356,605千円(平成22年度の評価時点 6,586,209千円※)
分析結果（Ｂ／Ｃ） 1.70 (平成22年度の評価時点 2.45※)

② 事業効果の発現 本事業の実施により、森林が適正に整備され、水源涵養や山地保全等、
かん

状況 森林の有する多面的機能の維持増進が図られた。
また、本事業の実施を通じて生産された木材を活用し安定供給に努めた

ことにより、素材生産量が前期（H18～H22）の約９万６千㎥から約12万５
千㎥に増加（1.3倍）し、地域林業の振興に貢献するとともに、農山村に
おける雇用の場の提供、地域の社会経済の発展に貢献している。

これは、これまで路網が未整備であったことから木材の搬出が困難であ
った森林において、林業専用道を新設又は改良したことに加え、高性能林
業機械の利用と列状間伐による施業が定着し作業効率の向上や事業コスト
の縮減が図られたことも寄与していると考える。

③ 事業により整備 本事業により整備された路網は、職員による日常の巡視や点検及び台風
された施設の管理 等の通過後の臨時点検により、通行の支障の有無や危険箇所の発生の有無
状況 等の確認を行い、補修等を実施することにより良好に維持管理している。



④ 事業実施による 森林整備の実施により良好な森林が形成され、水源涵養、国土保全、木
環境の変化 材等の林産物の安定供給、地球温暖化防止等、様々な多面的機能が発揮さ

れている。
また、本事業により整備された森林は、都市近郊における森林とのふれ

あいの場を提供しており保健文化機能を充実させている。

⑤ 社会経済情勢の 我が国の森林では、これまでの先人の努力等により、戦後造林された人
変化 工林を中心に蓄積量が増加しており、この豊富な森林資源を「伐って、使

って、植える」という形で循環利用することを通じ、林業の成長産業化と
森林の適切な管理を両立していくことが求められている。このため、施業
の集約化、意欲と能力のある林業経営者の育成、木材の安定供給の確保等
を進めていくことが必要となっており、生産性の向上や労働安全対策の強
化に向け、スマート林業の推進等にも取り組む必要がある。

⑥ 今後の課題等 森林の有する多面的機能の維持増進を図るため、引き続き森林整備事業
を実施する。

事業の実施に当たっては、更なる作業効率の向上とコスト縮減を図る必
要があり、主伐箇所については積極的にコンテナ苗を採用した一貫作業シ
ステムを導入することにより低コスト化・省力化を図る。また、スギ植栽
箇所については、全量花粉対策苗に移行することとしている。

これらの取組については、国有林が先頭に立ち、民有林に波及させるた
め、現地検討会の開催などにより素材生産の生産性向上や造林事業の低コ
スト化・省力化へ向けて、県・市町村とも連携して取り組んでいくことが
重要と考えている。

地元の意見：
（群馬県）

森林が適正に整備されたことにより、森林が有する多面的機能の維持増
進が図られたと認識している。

今後とも、適正な森林整備を行うとともに、低コストで確実な再造林を
図るため、コンテナ苗を採用した一貫作業システムの推進及び花粉症対策
苗への移行を進めていただきたい。

森林管理局事業評価 密度調整が必要な林分での間伐等の実施により森林の有する公益的機能
技術検討会の意見 が持続的に発揮されている。

また、整備した路網を活用した木材の安定供給が図られており、引き続
きその効果が発現されると見込まれることから、事業の有効性が認められ
る。

評価結果 ・必要性： 本事業は、森林の有する公益的機能の持続的な発揮に資する
事業であり、木材を安定供給することにより、地域の林業・木
材産業の振興にも寄与しており、その必要性が認められる。

・効率性： 森林整備については、列状間伐や高性能林業機械による低コ
ストで効率的な作業システムの定着を図ってきている。

また、路網整備では、木材の搬出が困難な箇所を優先するこ
とや、簡素な規格・構造を有する林業専用道を採用すること等
によって、森林整備事業箇所へのアクセスの向上とコスト縮減
が図られており、費用便益分析結果からも効率性が認められ
る。

・有効性： 密度調整が必要な林分での間伐等の実施により森林の有する
公益的機能が持続的に発揮されている。

また、整備した路網を活用した木材の安定供給が図られてお
り、引き続きその効果が発現されると見込まれることから、事
業の有効性が認められる。

※平成22年度の評価時点における数値については、消費税を含んだ数値である。



様式１

事 業 名　： 都道府県名： 群馬県

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

水源涵養便益 洪水防止便益 1,211,700

流域貯水便益 356,954

水質浄化便益 1,142,715

山地保全便益 土砂流出防止便益 1,104,995

環境保全便益 炭素固定便益 571,055

木材生産等便益 木材生産経費縮減便益 112,831

木材利用増進便益 10,394

木材生産確保・増進便益 1,024,480

森林整備経費縮減等便益 森林整備促進便益 162,088

総　便　益    （Ｂ） 5,697,212

3,356,605

5,697,212

3,356,605

便　益　集　計　表
（森林整備事業）

森林環境保全整備事業（国有林）

利根上流森林計画区

大　区　分 備　　　　考

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.70



森林環境保全整備事業 利根上流森林計画区 事業概要図

森林整備

更新 面積 144ha

保育 面積 6,151ha

路網整備

開設 延長 8.3km

改良 延長 11.8km




